
 

導入促進基本計画 

 

１ 先端設備等の導入の促進の目標 

（１）苫小牧市の人口構造及び産業構造等 

  ①苫小牧市の人口構造 

  苫小牧市の人口は、平成３０年４月末現在 171,753 人となっている。昭和５

５年に１５万人であった人口は、この３０年間おおむね増加してきたが、平成

２５年の 174,469 人をピークに減少傾向にある。（図表１）。 

また、本市の年齢３区分の人口推移を見ると、平成１２年まで増加傾向を示

していた生産年齢人口は、平成１７年において減少に転じている。さらに年少

人口も減少していく一方で、老年人口は増加しており、この傾向は今後も続く

ものと推計されることから、本市における少子高齢化の流れは一層顕著になっ

ていくものと思われる（図表２）。これは、将来的に地域を支える年齢層の人口

が減っていくことを示しており、地域経済に深刻な影響を与えることになる。 

 

 

図表１ 人口の推移1（北海道・苫小牧市） 

資料：総務省統計局「国勢調査結果」 
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1
 図表 1 人口の推移：各年国勢調査結果の数値。基準日は 10月 1日。昭和 20 年のみ、太平洋戦争直後のため行

われず、昭和 22 年に臨時で実施された国勢調査結果の数値。平成 26年、平成 27年については、国勢調査が行わ

れていないため、9月 30 日現在の住基ネットの数値を使用。 
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図表２ 年齢３区分別人口2の推移        

資料：総務省統計局「国勢調査結果」及び「国立社会保障・人口問題研究所推計値」 

 

②苫小牧市の産業構造 

   苫小牧市の産業構造を従業者数でみると（図表３）、「卸売業、小売業」が最も

多く、「卸売業、小売業」「製造業」「医療・福祉」「建設業」で全体の５０．７％

を占めており、第１次産業（農・林・漁業）の割合が低く、第２次産業（製造業、

建設業など）の割合が他都市と比較して高いことから「工業のまち」と言われる

理由となっている。 

男女別にみると、男性は、「製造業」「建設業」「運輸業、郵便業」「卸売業、小

売業」で全体の６割を占めており、本市の男性は、工業及び商業に従事する従業

者が多いことがわかる。また、女性は、「卸売業、小売業」「医療・福祉」「宿泊業、

飲食サービス業」で全体の５割を占めており、商業及び医療・福祉業等に従事す

る従業者が多い一方、製造業に従事する従業者が少ないことが顕著に現れている。 

また、従業者規模別の事業所数及び従業者数でみると、平成２６年度の事業

所数では９９人以下の事業所が約９９％、同様に従業者数でも約７８％を占め

ており、中小企業が地域の経済を支えているといえる（図表４）。 
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 図表 2 年齢 3区分別人口：生産年齢人口（１５歳～６４歳）、老年人口（６５歳以上）、年少人口（０歳～１４

歳） 
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産業別における付加価値額でみると（図表５）、全産業 193,234 百万円のう

ち、製造業の割合が最も高く 43,254 百万円（約２２.４％）となっている。運

輸業・郵便業の 25,522 百万円(約１３.２％)と合わせると、本市の付加価値額

の約１/３以上を占めており、製造業と物流関連が本市の主要な産業となってい

ることがわかる。 

 

図表３：産業別従業者数の男女割合 

 

資料：総務省統計局「平成２７年 国勢調査 就業状態等基本集計」 
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図表４ 従業者規模別の事業所数及び従業者数（民営）  

従業者数 
平成 26 年 

事業所 構成比 従業者 構成比 

1～4 人 4,101 53.39% 8,710 10.58% 

５～29 人 3,048 39.67% 34,045 41.35% 

30～49 人 266 3.46% 10,039 12.19% 

50～99 人 160 2.08% 11,048 13.42% 

100 人以上 74 0.96% 18,490 22.46% 

出向・派遣のみの事

業所 
34 0.44% - - 

合計 7,683 100% 82,332 100% 

資料：総務省統計局「経済センサス 平成２６年基礎調査」 

 
  
図表５ ＜２０１２年産業別付加価値額（RESAS 平成２４年企業単位大分類）＞ 



  ③苫小牧市の産業における課題 
   苫小牧市内の中小企業においては、生産年齢人口の減少による人手不足、人口

減少に伴う需要縮小の影響により、今後難しい経営環境が続くことが予想されて

おり、労働力を補う設備投資による生産性向上や新たな事業展開などの対応が喫

緊の課題となっている。 

 
（２）目標 

   苫小牧市内の中小企業においては、生産年齢人口の減少や高齢化の中にあって

も、早急に設備の更新を進めることで労働生産性を向上し、付加価値を高め、魅

力ある持続可能な事業への発展を支援していく必要がある。 
労働生産性の向上のためには、助成措置や税制の優遇措置により事業者の設備

投資を促進していくことが必要である。このため、生産性向上特別措置法第３７

条第１項の規定に基づく導入促進基本計画を策定し、中小企業者の先端設備等の

導入を促すことで、地域経済の更なる発展を目指す。 
これを実現するための目標として、計画期間中に新たに８０件程度の先端設備

等導入計画の認定を目標とする。 
 

（３）労働生産性に関する目標 

先端設備等導入計画を認定した事業者の労働生産性（中小企業等の経営強化に

関する基本方針に定めるものをいう。）が年率３％以上向上することを目標とす

る。 
 

２ 先端設備等の種類 

苫小牧市の産業構造においては、ひとつの産業に偏在しているとはいいがたく、

幅広い設備において生産性の向上を図ることが必要であるため、本計画において対

象とする設備は、中小企業等経営強化法施行規則第７条第１項に定める先端設備等

すべてとする。 

 

３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項 

（１）対象地域 

苫小牧市は、国際拠点港湾の「苫小牧港」と空の玄関である「新千歳空港」の

「ダブルポート」を有し、鉄道、国道、高速自動車道などの交通アクセスにも恵

まれた、北海道経済発展の大きな役割を担う産業拠点都市である。 
市中心部には製紙工場のほか、多くの小売業・飲食店があり、また、苫小牧港

から東部地域には、自動車部品、金属などの工業基地、石油備蓄基地やエネルギ

ー基地など多様な産業が集積している。さらに、西部地域及び植苗地域には、農

業や医療・福祉施設があり、多種多様な産業が市内全域に広がっていることから、

苫小牧市全域を本計画の対象とする。 
 



 

（２）対象業種・事業 

   苫小牧市の産業構造においては、ひとつの産業に偏在しているとはいいがたい

ことから、本計画において対象とする業種は、全業種とする。 
   生産性向上に向けた事業者の取組は、新商品の開発、自動化の推進、IT 導入に

よる業務効率化、省エネの推進、市町村の枠を超えた海外市場等を見据えた連携

等、多様であるため、本計画において対象となる事業は、労働生産性が年率３％

以上に資すると見込まれる事業全てとする。 
ただし、本計画は地域雇用の創出や地域経済の発展を図る目的であることから、

太陽光発電設備等に関しては、市内に労働者が常駐する事業所又は工場を有し、

自らが電力を消費する目的に設置するもののみを対象とし、全量売電するための

設備は対象としない。 

 

４ 計画期間 

（１）導入促進基本計画の計画期間 

   国が同意した日（平成３０年６月１３日）から５年間とする。 
   令和元年１１月２７日付けの変更協議による計画内容の適用は、国が同意した 

日からとする。なお、変更計画の適用日前までは、従前の計画内容の例による。 

 

（２）先端設備等導入計画の計画期間 

   ３年間、４年間又は５年間とする。 
 

５ 先端設備等の導入の促進に当たって配慮すべき事項 

（１）雇用への配慮 
   市は、人員削減を目的とした取組を先端設備等導入計画の認定の対象としない

等、雇用の安定に配慮するものとする。 

 
（２）健全な地域経済の発展への配慮 
   市は、公序良俗に反する取組や、反社会的勢力との関係が認められるものにつ

いては先端設備等導入計画の認定の対象としない等、健全な地域経済の発展に配

慮するものとする。 
 

 


